























































要する」ところ、「そもそも Y社は、郵便法上、「信書の秘密」（郵便法 8条 1項）及び「郵便物に関して知り得た他人の

























































































































































更については Y社の承諾が必要である、との主張、及び、郵便法 8条 2項により Y社には郵便に関する守秘義務がある




































5　大阪地判平成18年 2 月22日平成15年（ワ）4290号、その控訴審である大阪高判平成19年 1 月30日平成18年（ネ）779号、
その上告審である最決平成20年11月25日平成19年（オ）669号・平成19年（受）769号（預金者情報）。東京地判平成21年
7 月27日平成20年（ワ）35979号、その控訴審である東京高判平成22年 9 月29日平成21年（ネ）4150号（転居届）。東京
地判平成22年 9 月16日平成21年（ワ）20256号、その控訴審である東京高判平成23年 8 月 3 日平成22年（ネ）6527号（預
金記録。第 1審は請求を一部認容したが、控訴審で取消・請求棄却）。東京地判平成24年11月26日平成24年（ワ）8757号、
その控訴審である東京高判平成25年 4 月11日平成24年（ネ）7990号・平成25年（ネ）1019号（預金口座情報、第 1審は
報告義務の確認を認めたが、控訴審で取消、却下。損害賠償請求は第 1審控訴審とも棄却）。福岡地判平成25年 4 月 9 日
平成24年（ワ）1549号、その控訴審である福岡高判平成25年 9 月10日平成25年（ネ）505号・672号（船員保険情報）。名
古屋地判平成25年 2 月 8 日平成23年（ワ）6962号、その控訴審である名古屋高判平成25年 7 月19日平成25年（ネ）212号（ク
レジットカード情報）。東京地判平成26年 7 月22日平成26年（ワ）2803号、その控訴審である東京高判平成26年12月25日
平成26年（ネ）4549号（信用情報）。東京地判平成26年 8 月 7 日平成26年（ワ）2804号、その控訴審である東京高判平成
26年12月24日平成26年（ネ）4788号（信用情報）。東京地判平成27年 3 月18日平成26年（ワ）27779号（賃料引落口座情報）。
東京地判平成27年 3 月27日平成26年（ワ）27949号（賃料引落口座情報）。
6　詳細については、前稿「2.2 情報開示による不法行為責任」の項参照。関連する裁判例として、最判昭和56年 4 月14
日昭和52年（オ）323号民集35巻 3 号620頁、岡山地判平成11年 4 月 8 日平成 9年（ワ）1108号、その控訴審である広島
高岡山支判平成12年 5 月25日平成11年（ネ）119号、その上告審である最決平成12年10月19日平成12年（受）1165号（銀
行が預金情報を開示した事例）、京都地判平成25年10月29日平成25年（ワ）579号、その控訴審である大阪高判平成26年
8 月28日平成25年（ネ）3473号、その上告審である最決平成27年 7 月21日平成26年（オ）1804号 ･ 平成26年（受）2332
号及び最決平成27年 7 月21日平成26年（オ）1803号（税理士が税務情報を開示した事例）がある。
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情報の範囲を判断し、かつ、当該事案の関係者である弁護士会と情報管理者との間のみにおいて、裁判所
の立会いの下で開示が行われるような非訟事件制度、及び、②弁護士会照会を受けた情報管理者が、照会
された情報を開示することについて免責を求めた場合に、当該情報の利用によって利益を受ける申立人弁
護士あるいは当該弁護士の依頼者に対して、第三者機関としての裁判所が、当該情報の利用に係る必要性
と有用性とについて審尋を行い、情報管理者が当該情報に係る本人との関係で免責されることを条件とし
て、情報の開示を命ずる非訟事件制度、を新たに設計すべきであり、この前稿における主張の妥当性は、
本件の第 2次上告審判決によって、より明確になったものと考えられる 7。
　もっとも、上記のような新たな制度を設計する場合には、下記に述べるいくつかの問題点について、十
分検討する必要があることが明らかである。
　第 1に、情報管理者が当該情報に関する本人からの免責を得られるようにするために、依頼者本人、そ
の代理人弁護士、及び当該情報に関する本人との法律関係を、どのように整理すべきかが問題となる。前
稿で検討してきたとおり、情報管理者の免責を決定する制度について、迅速かつ情報がみだり第三者に拡
散しないことを重視するならば、訴訟よりも非訟手続に依らざるを得ないが、裁判所が情報管理者の免責
を定める際に、どこまでの関係者に対して審尋を行うべきかは、場合によっては制度設計を複雑にするこ
とになりかねず、また、情報管理者の免責決定を柔軟に行うことを重視するのであれば、その分手続の遅
延が避けられない可能性がある 8。しかしながら、この関係者に対する手続保障についての合理性と妥当性
が保たれるのであれば、情報管理者を免責するための法律構成としては、裁判所の決定ないし命令による
法律上の正当性が当該情報開示について認められる以上、仮に当該情報に関する本人に対して不利益ない
し損害が生じたとしても、当該情報を開示した情報管理者の行為は、正当行為として違法性が阻却され、
不法行為責任を免れるものと考えて差し支えないように思われる 9。なお、弁護士会照会を求めた依頼者本
人や代理人弁護士が、本来必要のない情報開示を弁護士会照会として求めたことが明らかとなった場合に
は、当該依頼者本人及び代理人弁護士に不法行為責任が生ずることは当然であるが、裁判所が情報開示の
必要性について判断を誤った場合に、裁判所が国家賠償責任を負うべきか否かについては、判断の誤りに
対する裁判所の責任一般との関係及び均衡を考慮すると、裁判所の故意過失を一般的な故意過失よりも厳
密に判断すべきこととなる可能性が高いように思われる 10。
　第 2に、上記の制度設計に際しては、弁護士会照会に基づく情報開示のほか、裁判所の決定する調査嘱
託に対する報告拒絶への対応も、同時に議論されることが望ましい。調査嘱託は、弁護士会照会と異なり、
訴訟の審理中に裁判所が審理に必要ないし有益と判断した結果として行われるものである以上、弁護士会
照会と比べてなお一層情報の開示に係る公益性が強くなるものと考えられるが、現状においては、調査嘱
託についても種々の理由により報告を拒絶する事例が見られるようであり、弁護士会照会に基づく情報開
示を実質的に強制する制度を設計するならば、調査嘱託についても同等ないしそれ以上の強制力を持った
制度設計が必要となるものと考えられる 11。
　第 3に、裁判制度におけるそもそもの問題として、訴訟当事者や関係者の特定が「実名」及び「実住所」
7　第 2次上告審判決は、弁護士会照会に対する報告拒絶に制裁規定が存在しないことを挙げ、弁護士会照会制度は照会
先からの任意の情報提供に頼るほかない旨を判示するが、単に罰則規定が存在しないだけで民事上講じうる手段の全て
が不適法であるとの議論は、いささか論理に飛躍があるものと言わざるを得ず、照会先からの任意の情報提供に頼らざ
るを得ない実質的な理由としては、前稿及び本稿で指摘してきた、情報管理者の開示に係る当該情報本人との関係をも
含めた法律上の責任関係に配慮したものと考えるべきであるように思われる。
8　特に、本件のように当該情報に関する本人の所在が明らかでない場合に、当該本人に対する「手続保障」を厳格に求
めることは、手続の遅延ないし閉塞をもたらすことが明らかであると考えられる。
9　なお、この理論構成は、当該情報が契約関係において生じたものであっても、契約関係以外に基づいて生じたもので
あっても、同様であると考えられる。
10　裁判所の判断の誤りに関する責任全般については、星野豊「裁判所に対する責任追及訴訟の現状と問題点」末川民事
法研究 2号37頁（2018年）参照。
11　なお、この場合、調査嘱託に基づく情報開示についての情報管理者に対する免責がより問題となることは明らかであ
り、裁判所の判断に基づいて調査嘱託が行われる以上、調査嘱託の必要性の判断に誤りがあった場合には、かかる判断
の誤りに対する裁判所の責任が、弁護士会照会の場合と同等ないしそれ以上に問題となることが予測される。
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で行われ、かかる情報が記録閲覧制度を通じて実質的に公開されていること自体の問題を、併せて考慮す
る必要がある 12。この問題は、要するに、裁判が当事者及び関係者の個人情報を直接使用して行われてい
る限り、必ず生ずるものであるため、個人番号制度と合理的に連動した「裁判関係者番号制度」の設計を、
やや時間をかけて検討していくべきである。もっとも、従来の個人番号制度が、番号を表に出して個人情
報を保護するものというよりも、むしろ個人番号を実質的に秘匿するものとして制度設計及び運用されて
しまっている実情に鑑みると、裁判所関係者番号制度を設計する際には、番号制度の原点に立ち還り、番
号を以て社会関係を形成させて当該番号を実質的に公開ないし流通させ、当該番号と当該個人に係る個人
情報ないし私的情報等とが容易に連動しないものとする制度的配慮を、どのように図るべきかが問題とな
る。また、この制度設計を行うためには、個人情報を実質的に公開している現在の裁判実務における抜本
的な切り替えが不可欠であり、制度の施行前と施行後との間で取扱いの大幅な差異が生ずることも望まし
いとは言えないから、かなり長い期間をかけて、段階的に実施していくことが望ましいものと考えられ
る  13。
　いずれにせよ、本件は、数年という長い時間をかけ、2つの最高裁判決を蓄積させることによって、弁
護士会照会制度が持っていた問題点を明らかにしたことに、理論上及び実務上の意義があるものと考えら
れ、今後における立法論と、そこから派生する問題点とについて、現在以上に議論が行われることを強く
期待するものである。
 （了）
 （人文社会系准教授）
12　もっとも、訴訟記録中に当事者の秘密が含まれ、当該当事者に重大な不利益を与えるおそれがあると裁判所が判断し
た場合には、記録の全部または一部の閲覧を当事者に限る制度は現行法上存在しているが、かかる制度がどこまで実質
的に機能しているかについては、いささか不安がないではない。閲覧制限制度の現状と問題点については、星野豊「民
事訴訟記録の閲覧制限と当事者の秘密保護の実効性」末川民事法研究 1号 1頁（2017年）参照。
13　例えば、現状の実務において現行法の下で工夫できることとしては、当事者や関係者を事件ごとに記号化し、閲覧対
象とする部分を当該記号化した書類に誘導すること等が考えられる。但し、準備書面や判決文、各種調書等については
ともかく、証拠についてまで同様の取扱いを行うことには相当の困難と支障が生ずることが十分予測できるから、かか
る制度は一朝一夕には設計できるものでないことも認めざるを得ない。
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